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群馬県立日本絹の里指定管理者募集要項

群馬県（以下「県」という。）は、群馬県立日本絹の里（以下「日本絹の里」という。）の管理運営業

務を効果的かつ効率的に行うため、次のとおり指定管理者を募集します。

第１ 施設の概要

１ 名称

群馬県立日本絹の里
ぐんまけんりつにつぽんきぬのさと

２ 設置年月日・開館年月日

設置 平成１０年３月２３日

開館 平成１０年４月２４日

３ 所在地

群馬県高崎市金古町８８８番地１（図１：所在地図）

４ 概要

(1) 施設の基本的性格

本県の伝統ある蚕糸絹業の重要性に鑑み、蚕糸及び絹に関する県民の理解を深めるため、養蚕か

ら織物まで親しむことのできる展示機能や染織等体験機能を備えた施設として設置しています。

(2) 施設の構成

ア 敷地面積、延床面積

敷地面積 8,917.00㎡

延床面積 1,665.37㎡

イ 主な建物・工作物及び機械・設備

○本館

・平成９年完成（平成１３年、３０年一部増築）

・鉄筋コンクリート造２階建 1047.57㎡（一部渡廊下木造平屋建）

・１階 776.90㎡

事務室(126.6㎡)、収蔵室(計160.0㎡)、染色体験室(99.83㎡)

玄関・ホール・ロビー・シルクショップ(計196.25㎡) 他

・２階 246.01㎡

会議室３室(146.70㎡) 他

・渡廊下 24.66㎡

○展示館

・平成１０年完成

・木造ラーメン構造平屋建 600.00㎡

・常設展示(344.80㎡)、企画展示室(ｼﾙｸ･ｷﾞｬﾗﾘｰ)(144.00㎡)、視聴覚室(25.35㎡) 他

○その他建物

・自転車置場兼倉庫（木造13.90㎡）、倉庫（鉄骨コンクリート造3.90㎡：プロパン庫）

○工作物

施設看板（メイン）１基、案内標識２７枚、その他諸看板数基

皇后陛下御歌の碑（緑泥変岩、三波石）１基、モニュメント（白御影石）１基 他
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○機械・設備

電気工作物１式、上下水道各１式、浄化槽（接触ばっ気方式１０１人槽）１式

空調設備１式、放送設備１式、消防設備１式、通信・ＬＡＮ設備１式

機械警備設備１式、昇降機（ロープ式）１基、自動ドア（両開き）２基

シャッター４基、門扉２基、染色用ボイラー１台 他

○その他

・駐車場（普通車用２８台、うち身障者用２台）

ウ 施設配置

図２～図５ 「日本絹の里」施設配置図のとおりです。

エ 有料施設等

群馬県立日本絹の里の設置及び管理に関する条例別表第二に掲げる施設で、次のとおりです。

企画展示室、機織体験室、染色体験室、第一会議室、第二会議室、第三会議室

物品販売所、附属設備

(3) 施設の管理運営方針

ア 広く県民に蚕糸絹業に関して理解を深めるとともに、染織などの生涯学習に関する活動を促進

するための事業を効率的かつ効果的に実施する。

イ 蚕糸絹業振興の拠点施設として、蚕糸絹業関係者の交流及び県産シルクの消費拡大を図るため

のシルクショップ運営などを実施する。

ウ 「富岡製糸場と絹産業遺産群」や「ぐんま絹遺産」等、「世界遺産センター」等と連携した展

示やＰＲ活動を展開する。

エ 利用者の意見を管理運営に反映させ、利便性の向上や事業内容の充実などの県民サービスの向

上を図る。

第２ 管理の業務等の範囲

１ 指定管理者業務等

指定管理者が行う業務の範囲は、次に掲げる業務とします（詳細は、別添「群馬県立日本絹の里指

定管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）」を確認してください。）。

指定管理者は、業務の全部について一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。

ただし、業務の一部について、事前に知事の承認を受けた場合には、第三者に委託し、又は請け負

わせることはできます。

また、指定管理者には、地方自治法施行令第１５８条の規定により、使用料の徴収等の事務を実施

していただきます。この使用料の徴収等の事務は再委託できません。

(1) 蚕糸絹業に関する企画展示に関する業務

(2) 蚕糸絹業に関する情報提供に関する業務

(3) 蚕糸絹業に関する相談に関する業務

(4) 日本絹の里の施設及び附属設備の利用承認等に関する業務

(5) 有料施設等の利用の承認の取り消し等に関する業務

(6) 日本絹の里への入館の拒否に関する業務

(7) 日本絹の里の休館日の変更等に関する業務

(8) 日本絹の里の開館時間の変更に関する業務

(9) 日本絹の里の観覧料、有料施設等の利用料等（以下「利用料金」という。）の収受等に関する業

務

(10)日本絹の里の施設及び附属設備等の維持管理に関する業務

(11)日本絹の里の蚕糸絹業に関する資料の管理に関する業務

(12)体験室の運営に関する業務
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(13)自主事業（シルクショップの運営等）に関する業務

(14)その他、日本絹の里の設置の目的を達成するために必要な業務

＊）蚕糸絹業とは、蚕糸業（養蚕農家・製糸業者）と絹業（絹織物業者・流通業者等）をいいます。

２ 自主事業

(1) 自主事業とは、日本絹の里の設置目的に合致し、かつ他の管理業務の実施を妨げない範囲におい

て、指定管理者が自ら企画・立案する事業で、指定管理者は、自らの責任と費用により、自主事業

を実施することができます。指定管理者が収益を目的として条例で定める利用料金以外の料金を徴

収する事業もこれに該当します。

なお、今回の募集では、上記(13)自主事業（シルクショップの運営等）に関する業務を実施する

ことを選定の条件とします。

(2) 自主事業に係わる施設の利用については、行政財産の目的外使用許可を得ることが必要です。

また、群馬県行政財産使用料条例に基づき、群馬県に対して支払う使用料が発生します。

(3) 自主事業の内容については、事業計画書（別添様式第２－１号）に他の指定管理業務と区別して

記載してください。

(4) 事業計画書において提案されたその他自主事業の実施の可否については、知事と協定を締結する

際にあらためて協議するものとし、自主事業の詳細内容が日本絹の里の設置目的にふさわしくない

と判断される場合は、承認しないことがあります。

第３ 管理の業務の成果目標

管理の業務の成果目標は、次のとおりとします。

施設の年間利用者数 ４７，０００人以上

うち展示観覧者 ３０，０００人

染織等体験学習者 ６，０００人

関連催事等参加者 １１，０００人

＊１）関連催事等参加者とは、企画・特別展等に合わせ開催する講演・講習等のほか、管理者以外の者が主催した日本絹の里施

設を利用した行事等への参加者です。

＊２）このほかにも適宜成果目標を設定し、事業計画書に記載して下さい。

第４ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間とします。

ただし、指定の期間中であっても、施設の管理を継続することができないと認めるられるときは、指

定を取り消すことがあります。

第５ 申請に必要な資格

指定の申請を行うことができるのは、法人その他の団体（以下「団体」という。）で、次に掲げる条

件のすべてを満たす者とします。
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１ 団体又はその代表者が、次の事項（欠格事項）に該当しないこと（(6)及び(9)については、役員等

を含む。）。

(1) 法律行為を行う能力を有しない者（法人でない団体の場合、その代表者）

(2) 破産者で復権を得ない者

(3) 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定により、群馬県

における一般競争入札等の参加を制限されている者

(4) 当該団体の責めに帰すべき事由により、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき群馬

県又は他の地方公共団体から指定を取り消され、その取消しから２年を経過しない者

(5) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）

(6) 暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）又は暴力団の構成員でなくな

った日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

(7) 暴力団員等が事業活動を実質的に支配している者

(8) 親会社等又はその代表者、役員等が(5)から(7)までに該当する者

(9) (5)から(8)までに掲げる者と便益の供与、交際等の関係を有する者（雇用又は使用している場合

及び業務委託、資材調達等をしている場合を含む。）

(10)納付すべき税（群馬県税、法人税（法人の場合）、申告所得税（法人でない団体の場合、その代

表者）、消費税及び地方消費税）を滞納している者

(11)障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障害者雇用率が達成されておらず、かつ、障害者雇

用納付金を滞納している者

(12)群馬県議会議員、知事、副知事、企業管理者及び行政委員会の委員が無限責任社員、取締役、執

行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人又は清算人となっている団体（議員以外

の者にあっては、群馬県が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資してい

る法人を除く。企業管理者及び行政委員会の委員については、その職務に関連する施設に限る。）

２ 群馬県内に現に若しくは令和３年３月３１日までに本社又は本店を有する団体であること。

３ 後記第１０－２の説明会に参加できる団体であること。

第６ 申請の方法

１ 提出書類

指定管理者指定申請書（群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則別

記様式１）（別添様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて申請してください。

なお、審査の過程で追加資料の提出を求めることがありますので、あらかじめ御承知おきください。

(1) 事業計画書（別添様式第２－１号、第２－２号、第２－３号及び第２－４号）

事業計画書には、次の事項を記載してください。

・団体に関する事項

・管理運営方針に関する事項

・実施計画に関する事項

・収支計画に関する事項

・管理運営体制に関する事項

・自主事業に関する事項

・独自に設定する成果目標（任意）

(2) 事業計画書要旨（別添様式第３号）

事業計画書の内容をＡ４判２ページ程度にまとめてください。
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なお、事業計画書要旨は、申請受付期間終了後、群馬県ホームページで公表します。

(3) 申請の日の属する事業年度の直近３事業年度における貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類

する書類

(4) 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書又はこれに類する書類

(5) 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類

(6) 法人にあっては登記事項証明書、法人以外の団体にあっては代表者の住民票の写し（個人番号（マ

イナンバー）が記載されていないもの）

(7) 役員の名簿

(8) 群馬県税、消費税及び地方消費税、その他納付すべき税の納税証明書

(9) 労働保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除く。）

(10)社会保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除く。）

(11)就業規則の写し（届出義務がある事業者に限る。）

(12)障害者の雇用の促進等に関する法律に定める障害者雇用状況報告書の写し（提出義務がある事業

者に限る。）

(13)障害者の雇用の促進等に関する法律に定める障害者雇用納付金にかかる申告書の写し及び納付書

の写し（平成３０年度及び令和元年度のもの）（対象となる事業者に限る。）

(14)団体又は代表者が欠格事項に該当しない旨の申告書（別添様式第４号）

２ 提出方法

(1) 提出場所

〒371-8570 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号

群馬県農政部蚕糸園芸課蚕糸係（群馬県庁１８階北側フロア）

(2) 提出方法

持参又は郵送（書留扱い）

＊）電子メールやファクシミリによる提出は無効となります。

(3) 提出部数

正本１部（編綴済み）、副本１部（未編綴）及び申請書類の電子データ１部。

なお、添付書類等で印刷・複写が困難なリーフレット等の資料は２０部とします。

３ 著作権の帰属等

(1) 提出された申請書類の著作権は、申請者に帰属します。

(2) 県は、選定結果の公表などに際し必要な場合は、申請書類の内容を無償で使用することができる

こととします。

(3) 提出された書類は、群馬県情報公開条例により非公開とすべき部分を除き、公開することがあり

ます。

４ その他

(1) 申請者名は、事業計画書要旨と合わせて、申請受付期間終了後に群馬県ホームページで公表しま

す。

(2) 提出された申請書類は、理由のいかんを問わず、返却いたしません。

また、申請書類の修正・再提出や申請の撤回は一切できません。

(3) 提案は、１応募者につき１提案までとし、複数提案することはできません。

第７ 申請受付期間

申請を受け付ける期間は、令和２年８月２０日（木）から令和２年８月３１日（月）までの午前９時

から午後５時までとします（土曜日・日曜日及び祝日を除く）。
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郵送の場合は、令和２年８月３１日（月）必着とします。

第８ 選定委員会の設置及び審査・選定

指定管理者の選定については、その選定過程や手続の透明性・公正性を高めていくため、外部の有識

者で構成する群馬県立日本絹の里指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置し、総

合的に審査・選定を行います。

審査は、書類審査による第１次審査と、申請団体によるプレゼンテーション及び申請団体に対するヒ

アリングを踏まえた第２次審査を行います。

第９ 選定の基準

１ 第１次審査

申請書類を基に、主として申請に必要な資格を具備しているか、施設管理を安定して行う能力があ

るかを審査します。

２ 第２次審査

選定委員会は、次の基準により審査の上、第２次審査で合計得点が第１位となった者について、指

定管理者の候補者に適すると判断した場合に、その旨を群馬県に答申します。

群馬県は、選定委員会の答申結果を基に候補者を決定します。

ただし、合計得点が第１位であっても、合計得点が５０点に満たない場合又は選定基準の中で得点

が「Ｄ 劣っている」の基準点に満たないものがある場合は、候補者に選定しません。

また、選定委員会において各選定委員の採点状況等を総合的に検討し、合計得点が第１位でない者

を候補者に適すると判断する場合があります。

３ 選定基準

(1) 事業計画の内容が県民の平等な利用を確保することができるものであること。

（主なチェック項目：施設管理の基本的な考え方、平等・公平なサービスの提供等）

(2) 事業計画の内容が当該施設の設置の目的を効果的かつ効率的に達成することができるものである

こと。

（主なチェック項目：サービス向上の取組の妥当性、独自のざん新なアイデアの活用、収支計画の

実現可能性、経済性等）

(3) 指定管理者の指定を受けようとする団体が、事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有する

ものであること。

（主なチェック項目：管理運営体制の妥当性、財務状況の健全性、法令遵守等）

(4) その他施設の設置目的を達成するために必要と認める基準を満たすものであること。

（主なチェック項目：利用者要望への対応、緊急時の対応、専門的知識等）

４ 審査項目、審査内容及び配点等

別紙１「群馬県立日本絹の里指定管理者選定基準」を参照のこと。

５ 障害者雇用率加算等

申請者の障害者雇用率（障害者の雇用の促進等に関する法律施行令又は同法施行規則に基づく報告

における実雇用率を指す。以下同じ。）の達成の程度に応じて上記の配点とは別に、下表のとおり加

点減点項目・配点を定めるものとする。

なお、法定雇用障害者数を満たしていない申請者については、指定管理期間中の達成に努めること
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とする。

１．障害者雇用率が２．２％以上２．５％の場合（地方公共団体を除く）

・障害者雇用状況の報告義務（＊１）がある団体 ３点の加算

・障害者雇用状況の報告義務（＊１）がない団体 ４点の加算

２．障害者雇用率が２．５％以上の場合（地方公共団体を除く）

・障害者雇用状況の報告義務（＊１）がある団体 ４点の加算

・障害者雇用状況の報告義務（＊１）がない団体 ５点の加算

３．地方公共団体の場合（括弧内は教育委員会）

・障害者雇用率が２．５％（２．４％）以上２．８％（２．７％）未満 ３点の加算

・障害者雇用率が２．８％（２．７％）以上 ４点の加算

４．過去２年分（＊３）の障害者雇用納付金について、滞納があった場合 ５点の減点

＊１ 障害者の雇用の促進等に関する法律に定められている国への報告を指す。

＊２ ３年以上継続して上記障害者雇用率を満たしていたにも拘わらず、障害者の都合による離職

等により、指定管理者募集年度に上記障害者雇用率を満たせない特別な事情が認められる場合

で、今後障害者の新たな採用の意向が認められるときは、上記加点の５０％を限度として加点

する。

＊３ 指定管理者募集年度の前年度申告分及び前々年度申告分を指す。

第10 スケジュール

１ 申請書の配布

(1) 配布期間

令和２年７月１日（水）から、令和２年７月１７日（金）まで

(2) 配布場所

ア 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号

群馬県農政部蚕糸園芸課蚕糸係（群馬県庁１８階北側フロア）

イ 群馬県ホームページ（http://www.pref.gunma.jp/07/f2600064.html）

(3) 配布時間

ア 群馬県農政部蚕糸園芸課蚕糸係での配布

配布期間内（土曜日・日曜日及び祝日を除く）の午前９時から午後５時まで

イ 群馬県ホームページでの配布

配布期間内の終日

＊1）配布最終日は午後４時をもって掲載を終了します。

＊2）サーバーや回線の状況により、一時的に閲覧・ダウンロードができない場合があります。

２ 申請に関する説明会及び現地説明会

この説明会及び現地説明会への出席は、申請の資格要件です。次のとおり開催しますので、説明会

参加申込書（別添様式第５号）により申し込んで下さい。

なお、ファクシミリで参加申込みをされる場合には、送信後、後記第13の問い合わせ先へ電話によ

る申込確認を必ずしてください。

(1) 日時

令和２年７月３０日（木） 午後１時３０分から午後３時３０分まで

(2) 場所

群馬県立日本絹の里

(3) 申込期限

令和２年７月２２日（水）
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＊）申請書受付締切日までの間は、現地説明会以外の日においても、随時施設の見学が可能ですが（要事前連絡）、現地での

説明等の対応はできない場合があります。

３ 申請に関する質問

申請に関する質問は、原則として、質問票（別添様式第６号）により行ってください。質問票は、

後記第13の問い合わせ先までお送りください（令和２年８月７日（金）まで：原則、メール送信と

しますが、ファクシミリ送信の場合は、電話により受信確認をお願いします）。

４ 第１次審査結果の通知

第１次審査の結果については、令和２年９月頃にすべての申請者に対して通知します。

５ プレゼンテーション及びヒアリング

第１次審査を通過した団体については、申請内容等に関するプレゼンテーション及びヒアリングを

実施します。日時・場所等の詳細は、第１次審査の結果と合わせて連絡します。

６ 選定結果の通知

指定管理者の候補者の選定結果については、令和２年１１月頃にすべての申請者に対して通知し

ます（最終的な指定は８のとおり。）。

７ 選定結果の公表

指定管理者の候補者を選定した審査の過程や審査結果等については、群馬県ホームページで公表し

ます。

８ 指定管理者の指定

指定管理者の指定については、県議会（令和２年第３回後期定例会）における議決を経たのちに

行います。

第11 管理費用

１ 群馬県が指定管理者に支払う指定管理料の総額

群馬県が指定期間中に支払う指定管理料の総額は、次に示す額を上限とします。

収支計画において指定管理料がこの額を超えている申請は、第１次審査において失格とします。

指定管理料の額

４９０，７８５千円以内（消費税及び地方消費税を含む５年間の総額）

なお、この上限額は予定金額であり、実際の上限額は、事業計画書の中で提案された額を上限とし

て、群馬県の予算の範囲内において協議により定める額とします（具体的には、後記第12－１の基本

協定で定めるものとします。）。

また、各年度の指定管理料は、各会計年度の群馬県の予算の範囲内において協議により定める額と

します（具体的には、後記第12－１の年度協定で定めるものとします。）。

２ 管理費用の算出

管理費用の算出にあたっては、人件費、維持管理費、企画展示費、修繕費、事務費、租税公課など、

管理業務に必要な経費を計上し、提案してください。

＊1）利用者数等を適正に見積もって管理費用を積算してください。

＊2）利用料金は指定管理者の収入となりますが、管理費用の積算にあたっては、仕様書第４－２に注意してください。

＊3）利用料金収入を含めた収入と管理費用との差額を指定管理料収入として計上してください。
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＊4）利用料金の実績に変動があっても、原則として指定管理料は変更しません。

＊5）直近５カ年の収支の状況、施設利用の状況等は別紙２のとおりです。

＊6）施設の維持管理・修繕及び機械・設備類の保守点検・修繕及び備品の維持管理・購入にかかる経費積算にあたっては、仕様書

第４－４及び５に注意してください。

３ 支払方法

指定管理料は、原則として、精算払いとなります。

四半期ごとに前払金を請求することも可能としますが、具体的には群馬県と指定管理者とが協議の

うえ、後記第12－１の年度協定で定めるものとします。

４ 管理費用の経理

管理費用の経理は、団体の他の事業に係る経理と明確に区分した上で群馬県の会計年度（４月１日

から翌年３月３１日まで）ごとに区分してください。また、指定管理業務に係る専用の口座を開設し

てください。他の事業との共通経費がある場合は、あらかじめ適正な配賦基準を定めて計上してくだ

さい。

また、自主事業を行う場合は、自主事業に係る経費を区分して経理してください。

５ 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」とする。）の扱い

指定期間を通して、消費税等は税率10％で算定してください。

なお、指定期間中に消費税等の税率が引き上げられた場合については、関係経費について確認の上、

必要額を見直すこととします。

指定管理者として指定された場合、協定書の締結にあわせて、課税事業者届出書（別添様式第７号）

又は免税事業者届出書（別添様式第８号）を提出していただきます。

第12 その他の留意事項

１ 協定に関する事項

指定管理者に指定された場合には、指定の期間を通じた「基本協定書」と、「年度協定書」を締結

することになります。

【基本協定書】

基本協定書に定める主な事項は、次のとおり予定しています。

① 指定管理者が行う業務に関する事項

② 当該施設の管理費用等に関する事項

③ 事業計画書等の提出に関する事項

④ 自主事業に関する事項

⑤ 個人情報の保護に関する事項

⑥ その他必要な事項

・協定の目的

・指定の期間

・協定の適用関係

・区分経理

・文書の管理及び保存

・秘密の保持

・備品の取扱い

・月例報告書の作成及び提出

・モニタリングの実施

・リスク分担
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・委託の原則禁止

・権利義務の譲渡の禁止

・緊急時の対応

・不可抗力による業務の免除

・指定の取消し

・指定管理者による協定解除の申出

・管理業務の引継ぎ

・運営協議会の設置

・原状回復義務

・損害賠償

・諸規則の整備及び提出（個人情報保護、情報公開、使用承認事務処理、緊急時の連絡体制、省

エネルギー関係法令に基づく管理標準等）

・暴力団等の排除（指定管理業務からの排除、利用からの排除）

【年度協定書】

年度協定書に定める主な事項は、次のとおり予定しています。

① 当該年度の業務内容（事業計画）

② 当該年度の管理費用に関する事項

③ その他必要な事項

２ 事業計画書の提出について

指定管理者には、各年度の９月末日までに、翌年度の事業内容等を記載した事業計画書を群馬県に

提出し、承認を得ていただきます（令和３年度の事業計画書については群馬県が別途指定する期日ま

でに提出）。この承認内容をもとに年度協定書を締結いたします。

３ 指定の取消し等

(1) 前記第10－８により指定管理者の指定を受けた者が正当な理由なく協定締結に応じない場合は、

指定管理者の指定の議決後においても、当該指定を取り消す場合があります。

(2) 協定締結までの間に次のいずれかの事項に該当することが判明した場合は、指定管理者の指定を

取り消し、協定を締結しないことがあります。

ア 資金事情の悪化等により、適正な施設管理を継続することが確実でないと認められるとき

イ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき

(3) 指定の期間中であっても、施設の管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定管理者

の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務等の停止を命じることがあります。

(4) 指定管理者による協定解除の申出を受けた場合、申出がやむを得ないものと認めるときは、協定

を解除し、指定管理者の指定を取り消すことができるものとします。この場合、あらかじめ協定書

において定めた額を違約金として指定管理者に請求することがあります。

４ 法令遵守に関する事項

指定管理者は、次に掲げる関連する法令等を遵守し、業務を遂行していただきます。

(1) 地方自治法及びその他関係法令

(2) 群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例

(3) 群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例施行規則

(4) 群馬県立日本絹の里の設置及び管理に関する条例

(5) 群馬県立日本絹の里の設置及び管理に関する条例施行規則

(6) 群馬県暴力団排除条例

(7) 労働基準法その他労働関係法令

(8) エネルギーの使用の合理化に関する法律その他省エネルギー関係法令

(9) 障害者の雇用の促進等に関する法律
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(10) 消防法その他施設及び設備の維持管理又は保守点検に関する法令

(11) その他の関係法令

５ 障害者の雇用に関する事項

(1) 本施設において、５人以上の職員を雇用する場合は、次表のとおり施設自体での障害者雇用に努

めてください。

施設の従業員数 雇用する障害者数

５人～４５人 ０．５人以上

４６人～７０人 １人以上

７１人～９５人 １．５人以上

９６人～１２０人 ２人以上

１２１人～１４５人 ２．５人以上

１４６人以上 ３人以上

＊短時間（週所定労働時間が２０時間以上３０時間未満）労働者は、１人を０．５人としてカウ

ント

＊重度身体障害者、重度知的障害者は１人を２人としてカウント

ただし、短時間の重度身体障害者、重度知的障害者は１人としてカウント

(2) 指定管理者に指定された場合には、当該団体として、障害者の雇用の促進等に関する法律で定め

られた基準を満たすよう、障害者の雇用に努めてください。

６ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する事項

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に定めるもののほか、群馬県知事部局等における

障害を理由とする差別の解消に関する対応要領に準じて、不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の

提供その他障害者に対する適切な対応を行っていただきます。

７ 損害賠償責任保険に関する事項

指定管理者としての注意義務を怠ったことなどにより、利用者や第三者、借り受け物品等に損害を

与えた場合の備えとして、指定管理者の負担において損害賠償責任保険等に加入していただきます。

＊）詳細については仕様書第４－３のとおりです。

８ 情報公開・個人情報保護に関する事項

(1) 情報公開に関する事項

指定管理者に指定された場合には、群馬県情報公開条例に基づき、日本絹の里の管理に関する範

囲において、群馬県に準じる取扱いを定めた規程等を制定していただきます。

(2) 個人情報保護に関する事項

指定管理者に指定された場合には、群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条

例並びに個人情報の保護に関する法律及び群馬県個人情報保護条例に基づき、施設の管理に関し知

り得た個人情報等の保護について適切な対応を図っていただきます。

９ 使用承認の基準の設定等に関する事項

日本絹の里の有料施設等の使用承認については、群馬県行政手続条例に基づき、審査基準及び標準

処理期間を定めていただきます。

10 責任分担に関する事項
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県と指定管理者の責任分担は、協定書で定めることとしますが、県の基本的な考え方は概ね次のと

おりです。

項目 指定管理者 群馬県 備考

有料施設等の利用承認等 ○

有料施設等の利用料金徴収等 ○

施設等の維持管理・保守点検 ○

施設等の小規模修繕 ○

施設の整備・大規模修繕(６０万円以上) ○

施設に係る火災保険加入 ○

来館者傷害保険加入 ○

展示・催事等の企画・開催・広報 ○

情報の提供・相談 ○

施設に係る行政財産使用許可 ○

備品の日常管理 ○

日常の安全管理 ○

緊急事態発生時の対応 ○ ○

包括的管理責任 ○

＊）施設の維持管理・修繕及び機械・設備類の保守点検・修繕等に要する経費の負担の詳細については、仕様書第４－５を

参照してください。

＊）新型コロナウイルス感染症に対する対応は、県と指定管理者の協議事項とし、通常の施設管理の範囲を明らかに超える

ものは、原則県の負担とします。

11 モニタリングに関する事項

より効率的かつ効果的な管理運営を行うため、指定管理者、県、第三者によるモニタリングを行い

ます。

【指定管理者によるセルフモニタリング】

(1) 利用者満足度調査

指定管理者は、利用者の意見や要望等を把握するため、毎年度定期的に利用者満足度調査（お

客様アンケートなど）を実施することとします。また、その結果及び業務改善の状況等について

群馬県に報告をしていただきます。

(2) セルフモニタリング

指定管理者は、施設の管理運営状況について、群馬県の指定する様式により、指定管理者自身

による自己点検を定期的に行うこととします。

【群馬県によるモニタリング】

(1) 運営協議会

群馬県は、指定管理者と管理運営業務に関する情報交換や調整等を行うため、運営協議会を

定期的に開催します（半期に１回以上開催）。

(2) 月例報告書

群馬県は、毎月指定管理者が作成する月例報告書をもとに、業務の実施状況等について確認を

行います。

(3) 事業報告書

群馬県は、指定管理者が毎年度終了後６０日以内に提出する事業報告書をもとに、業務の実施

状況及び利用状況等に関する事項について、検査を行います。

(4) 財務諸表等経営の状況を示す書類

群馬県は、指定管理者の事業会計年度決算ごと（中間決算を含む）に、財務諸表等経営の状

況を示す書類の提出を受け、検査を行います。

(5) 管理運営状況の確認調査及び評価

群馬県は、指定管理者に対し、定期的に管理運営状況の確認調査及び評価を行います。なお、

管理運営状況は年度ごとに評価します。
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(6) 管理運営状況の公表

群馬県は、(5)の結果について群馬県のホームページで公表します。

(7) 監査委員及び外部監査人による監査

群馬県は、必要に応じて随時、監査委員及び外部監査人による監査を行います。

(8) その他

群馬県は、必要と判断した事項について、随時調査をし、報告を求めることがあります。

【第三者（評価委員会）によるモニタリング】

(1) 管理運営状況の確認調査及び評価

群馬県から委嘱を受けた第三者による評価委員会は、管理運営状況の確認調査を定期的に実

施します。なお、管理運営状況は年度ごとに評価します。

(2) 管理運営状況の公表

群馬県は、(1)の結果について群馬県のホームページで公表します。

12 引継ぎに関する事項

(1) この募集により指定管理者が交替することとなった場合、新たな指定管理者は、指定管理者指定

後に群馬県及び現在の指定管理者と、速やかに業務の引継ぎについて協議を行い、令和３年度から

の管理が円滑に開始できるよう、引継ぎを行うこととします。

また、指定管理開始日に先立ち、管理運営に必要な人材や資材を確保してください。

(2) 引継ぎにあたって必要な経費は、原則として新たな指定管理者の負担とします。

(3) 施設の管理開始前に、現在の指定管理者が既に受け付けている令和３年４月１日以降の施設利

用等の予約については、新たな指定管理者が引き継ぐものとします。

13 その他

(1) 申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。

(2) 次のいずれかに該当するときは、失格とします。

ア 申請書類に虚偽の記載があったとき。

イ 選定に関して選定委員と接触したとき。（申請以前に選定に関して接触した場合を含む。）

ウ 提出期限までに必要な書類が揃わなかったとき。

エ その他不正な行為があったとき。

(3) 申請情報について暴力団等との関係の有無を関係機関に照会することがあります。

(4) 指定後に暴力団等との関係その他欠格事項に該当することが判明した場合は指定の取消し等を行

います。

(5) 指定後に指定管理者の業務の内容が仕様書の条件を満たさない場合で、かつその改善が見込めな

い場合又は県が改善のために業務の一部を実施した場合には、管理費用を減額することとなる場合

があります。

(6) 指定の期間中に情勢変化等があった場合は、指定管理者の業務の内容の変更及び指定の期間を短

縮する場合があります。

第13 問い合わせ先

群馬県農政部蚕糸園芸課蚕糸係

〒371-8570 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号

電話 027-226-3092

ファクシミリ 027-243-7202

メール sanshien@pref.gunma.lg.jp



別紙１ 群馬県立日本絹の里指定管理者選定基準

（１）採点は、下表の配点項目ごとに、次の基準により各選定委員が評価し、その項目の採点欄の得点に換算して行います。
Ａ：特に優れている Ｂ：優れている Ｃ：普通 Ｄ：劣っている Ｅ：特に劣っている（基準を満たさない）

（２）配点項目ごとに全委員の採点を平均したものをその配点項目の得点とし、全配点項目の合計得点を算出します。

配点 採点
選定基準 審査項目 審査内容

新規 継続 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

(1) 事業計画の内容が県民の平等 県民の平等な利用の確保 ・施設の管理運営を行う上での基本的な考え方は適 20 20 15 10 5 0
な利用を確保することができる 切か
ものであること。 ・県民に対し平等・公平にサービスを提供すること

ができるか

(2) 事業計画の内容が当該施設の ①サービスの提供内容 ・サービス向上のための取組は妥当か 25 25 18 13 7 0
設置の目的を効果的かつ効率的 ・施設の設置目的に沿った事業計画内容となってい
に達成することができるもので るか
あること。 ・効果的・効率的な工夫がなされているか

・独自のざん新なアイデアが生かされているか
・施設や設備の維持管理の取組は妥当か

②収支計画 ・収支の積算は妥当か
・収支計画と事業計画との整合性はとれているか

③経済性 ・経費節減のための工夫は図られているか 5 ＊１

(3) 指定管理者の指定を受けよう ①管理運営体制 ・組織及び職員の勤務体制は妥当か 30 30 20 15 10 0
とする団体が事業計画に沿った ・職員配置計画は妥当か
管理を安定して行う能力を有す ・責任の所在は明確となっているか
るものであること。 ・有資格者や経験者等の配置は妥当か

・外部委託の実施計画は妥当か
・障害者の雇用計画は妥当か ＊２

②財務状況 ・団体の財務状況は健全か

③法令遵守等 ・法令違反の有無（過去３年間）
・法令遵守及び団体（企業）倫理への取組は妥当か
（倫理規程、公益通報者保護制度の整備状況等）

・労働保険や社会保険に加入しているか
・障害者雇用への取組

(4) その他施設の設置目的を達成 ①利用者要望への対応 ・利用者等からの苦情・要望の把握及びそれらへの 20 10 新規
するために必要と認める基準 対応体制は妥当か ＊３ 20 15 10 5 0

・トラブルの未然防止及び発生時の対策は妥当か 継続
10 7.5 5 2.5 0

②地域貢献 ・地域団体(住民)との連携や地域貢献は十分か

③環境問題への取組 ・環境保全に対する取組は積極的か

④防災対策及び緊急時の ・防災対策及び緊急時の対応策は妥当か
対応

⑤個人情報保護及び情報 ・個人情報保護の取組は妥当か
公開の取組 ・情報公開の取組は妥当か

⑥専門的知識 ・指定期間の当初から円滑に業務を実施できる知識 10 継続
等を有しているか ＊３ 10 7.5 5 2.5 0

・これまでの管理実績に問題はないか
・有資格者・経験者の確実な確保は可能か

計 100

＊１）次の算式により得られた結果を採点とします。ただし配点を上限とします。
（指定管理料上限額の２割削減を配点の満点、上限額と同額を０点とし、提案額に応じて点数化します。ただし、不当廉価防止のため、２割以上の削減
であっても２割削減と同得点とします。）

指定管理料上限額 － 指定管理料提案額
配点 × （小数点以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで）

指定管理料上限額 × ０．２

＊２）第１２－５の障害者雇用に関する事項の対象となる施設については、雇用計画等を審査する。

＊３）現指定管理者が申請した場合は、⑥「専門的知識」は単独で配点（１０点）し、管理運営状況の評価結果に応じて次の基準により採点します。
これにより、現指定管理者については、その他①「利用者要望への対応」、②「地域貢献」、③「環境問題への取組」、④「防災対策及び緊急時

の対応」、⑤「個人情報保護及び情報公開の取組」は、合わせて１０点満点となります。
それ以外の申請者については、⑥「専門的知識」も含めた「その他施設の設置目的を達成するために必要と認める基準」全体を２０点満点で採

点します。

採点 評価委員会の総括評価 県の年度評価の総合評価 管理運営状況の評価基準

Ａ １０点 Ａ かつ 直近がＡ Ａ：優良 Ｂ：良好 Ｃ：要努力 Ｄ：要改善

Ｂ ７．５点 Ｂ以上 かつ 指定期間中すべてＢ以上

Ｃ ５点 Ｂ以上 かつ 直近がＢ

Ｄ ２．５点 Ｃ 又は 直近がＣ

Ｅ ０点 Ｄ 又は 直近がＤ



別紙２

１　収支の状況
（単位：千円）

令和２年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度

104,530 110,660 105,491 102,041 103,184

96,470 96,029 95,580 95,148 95,148

6,000 3,729 3,358 4,374 4,290

825 1,080 1,427 1,464

2,314 1,557 2,525 2,398

38 3 3 0 6

422 587 718 422 422

0 0 0 0

2,000 2,876 3,054 1,713 1,951

60 8,026 3,499 806 1,795

104,530 107,509 99,855 98,930 102,483

58,636 54,776 51,404 53,580 54,974

12,060 12,993 12,342 12,036 11,404

20,918 23,736 23,693 21,375 21,359

1,490 3,212 2,546 2,800 2,471

11,426 12,792 9,870 9,139 12,275

0 3,151 5,636 3,111 701
4,440 4,575 4,626 4,306 4,185

＊１）指定管理者の指定管理業務に係る収支の状況です。

＊２）令和２年度については見込額です。

２　施設利用の状況
（単位：人）

令和２年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度

0 41,513 44,139 43,520 44,040

0 23,414 22,225 26,352 26,773

0 10,358 9,677 13,823 13,781

一般 9,246 8,683 11,979 12,253
大学・高校生 95 125 191 286
団体 397 173 1,215 711
割引 319 449 238 297
友の会 83 89 79 75
パスポート 218 158 121 159

13,056 12,548 12,529 12,992

0 18,099 21,914 17,168 17,267

4,908 5,248 5,864 6,035

13,191 16,666 11,304 11,232

＊）一般、大学・高校生は、団体、割引、友の会への計上分を除いた数です。

３　職員の状況
（単位：人）

令和２年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度

6 7 7 6 7

10 9 9 10 9

16 16 16 16 16

非常勤職員

計

無料観覧者数

その他利用者

体験学習参加者

その他行事参加者

常勤職員

収支（①－②）
支出のうち光熱水費（電気、水道、ＬＰＧ）

年間利用者数

観覧者数

有料観覧者数

支出②

人件費

維持管理費

企画展示費

修繕費

その他支出（事務費、租税公課ほか）

施設利用

物品販売所

その他

負担金

その他収入

収入①

指定管理費

利用料金

常設展示
5,540

特別企画展




